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　2002（平成14）年6月14日付けで公布・施行された「エネルギー政策基本法」を受け、2003年10月7日

付けで「エネルギー基本計画」が閣議決定されました。

　その後、2007年3月9日付けで閣議決定が改定され、改定された「エネルギー基本計画」においては、引き続

き、使用済燃料の再処理によって回収されるプルトニウムを有効利用するプルサーマルを、着実に推進していく

こととしています。

　同様に、原子力の研究、開発及び利用に関する新しい長期計画を定めた「原子力政策大綱」（2005年10月閣

議決定）の中で、「使用済燃料を再処理し、回収されるプルトニウム、ウラン等を有効利用するという基本的方

針を踏まえ、当面、プルサーマルを着実に推進する」こととしています。

　また、各電気事業者は2015年度までに、合計16～18基の原子炉でのプルサーマルの実施に向けて取り組ん

でいます。

　本パンフレットでは、なぜプルサーマルが必要なのか、プルサーマルとはどのようなものか、プルサーマルの

実績・安全性に問題はないのか、こうしたことを日本のエネルギー事情を踏まえながら説明していきます。
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石油安定供給の
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関係強化など）

緊急時対応の
充実・強化

（石油備蓄・LPガス
備蓄等緊急時対応

の充実）

電気事業制度・
ガス事業制度
の見直し

（これまでの制度改革
の評価を踏まえつつ、
引き続き制度改革を

推進等）

エネルギー
需要対策の推進
（省エネルギー対策や
資源節約型社会の形成）

エネルギー・
環境分野における
国際協力の推進
（アジア協力の
推進等）

多様なエネルギーの
開発・導入・利用
（原子力、新エネルギー、
ガス体エネルギーなど）

　この基本方針の下、エネルギー需給に関する施策の

長期的、総合的かつ計画的な推進を図るため、エネル

ギー基本計画＊が策定され、2007年3月に改定が行

われました。改定された計画の中では、主に次の6つ

が挙げられています。

●エネルギー需要対策の推進

●多様なエネルギーの開発・導入・利用

●石油安定供給の確保など

●エネルギー・環境分野における国際協力の推進

●緊急時対応の充実・強化

●電気事業制度・ガス事業制度の見直し

　特に、エネルギーの安定的な確保は大きな課題であ

るだけに、1つの施策を推進するだけでなく、様々な施

策を組み合わせて行くことが求められています。

　本パンフレットのテーマである「プルサーマル」は、

こうした様々な施策のなかで、多様なエネルギーの開発・

導入・利用の1つとして位置付けられ、核燃料サイクル

の一環として、着実に推進していくこととしています。

エネルギー政策基本法に基
づいて閣議決定された、エ
ネルギー政策の基本となる
計画がエネルギー基本計画
で、少なくとも3年ごとに検
討を加え、必要があると認
めるときには、これを変更
するとされており、最近の
改定は2007年3月9日付
けで閣議決定されました。

エネルギー基本計画
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世界のエネルギー需要の推移と見通し

　エネルギー資源には限りがあります。主要なエネル

ギー資源である石油は約42年分、石炭は約122年分、

天然ガスは約60年分、ウランは約100年（注）分に当た

る可採埋蔵量が確認されています。

　しかし、安定したエネルギー供給を続けるためには、

省エネルギーとともに限りあるエネルギー資源の有効

活用が必要です。
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　我が国のエネルギー自給率は、わずか4％にすぎま

せん。原子力を準国産エネルギー＊とした場合でも、

18％です。

消費量全体の約6％であり、

残りは石炭、天然ガス、原子

力、水力で賄われています。

（2007年）

②努力継続ケース：これまで効率改善に取り組んできた機器・設備について、既
存技術の延長線上で今後とも継続して効率改善の努力を行い、耐用年数を迎え
る機器と順次入れ替えていく効果を反映したケース。
③最大導入ケース：実用段階にある最先端の技術で、高コストではあるが、省エ
ネ性能の格段の向上が見込まれる機器・設備について、国民や企業に対して更
新を法的に強制する一歩手前のギリギリの政策を講じ最大限普及させることに
より劇的な改善を実現するケース。

①現状固定ケース：現状を基準とし、今後新たなエネルギー技術が導入されず、
機器の効率が一定のまま推移した場合を想定。耐用年数に応じて古い機器が現
状レベルの機器に入れ替わる効果のみを反映したケース。

2030

出典：OECD/NEA「ENERGY BALANCES OF OECD COUNTRIES,2009」

出典：総合エネルギー統計、「長期エネルギー需給見通し（再計算）」（2009年8月）
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　電気は原子力、火力、水力等、いろいろな電源により

作られますが、原子力発電は、ベース電力＊を担う中核

的な電源と位置付けられています。

　2009年12月末現在、我が国では54基の原子力発

電所が運転を行っており、4,884.7万kWの設備容量

を有しています。また今後の電力需要の伸び等に対

応するため､2基の原子力発電所が建設中で､12基が

着工準備中です。
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出典：電源開発の概要、「長期エネルギー需給見通し（再計算）」（2009年8月）

風力等をいう。

注：商業プラントのみ表記
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　我が国はエネルギー資源のほとんどを海外から輸

入しています。安定した輪入を行うためには、輪入先の

多様化や、自主開発比率を高めることが重要です。

　原子力発電の燃料であるウランは、オーストラリア、

カナダ、カザフスタンを始め、比較的広い地域に分布し

ており、供給安定性に優れています。さらに安定して長

期に輸入ができるよう、供給国の多様化を図るとともに、

供給国と長期購入契約の締結を行っています。

　政府としても、資源国との関係強化や、リスクマネー

の供給を通じて、ウランの安定供給確保を支援してい

ます。

　地球温暖化の原因となる二酸化炭素（CO2）などの

温室効果ガス。この温室効果ガスの排出量を削減する

ため採択された京都議定書＊を、我が国も批准しており、

CO2排出量の削減が必要です。火力発電では燃料の燃

焼に伴い、CO2が直接排出されますが、非化石燃料を使

う原子力、水力などの場合、そのような排出はなく、輸送、

建設などによる間接的な排出のみです。

　各種電源について、原料の採掘から関係設備の建設、

輪送、精製、発電、保守などのために消費されるすべて

のエネルギーを対象として、CO2排出量を算定すると、

原子力発電は石油などの化石燃料を使用する火力発電

に比べ、著しく少ないことがわかります。

　また、ウラン燃料は一度原子炉に入れると3～

4年間はその中で燃焼して発電できます。

ウラン
547万t-U
可採年数
100年

出典：OECD／NEA「Uranium2007」

（2007年）
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プルサーマル利用（1回のみのリサイ
クルを前提）・高レベル放射性廃棄物
処分を含めて算定。



ウラン燃料（発電前） ウラン燃料（発電後）
MOX燃料の例

約3～5%
核分裂
しやすい
ウラン

（ウラン235）

プルトニウム
約1%

プルトニウム
4～9%

プルトニウム
4～9%

核分裂生成物
約3～5%

約1%

核分裂
しにくい
ウラン

（ウラン238）

核分裂
しにくい
ウラン

（ウラン238）

約93～95%

約91～96%※

核分裂生成物を除
き有用なウランや
プルトニウムを回
収します。

約95～97%

再処理

再利用

※わずかにウラン235を含みます。

　天然ウランは、鉱山から掘り出された後に化学処理

され、粉末状の酸化ウランとなります。これを六フッ化

ウランというガス状のウラン化合物に転換し、燃えや

すいウラン235の濃度を高めるように濃縮後、酸化ウ

ラン粉末に再転換して固体状に成型したものがウラン

燃料です。

　このウラン燃料は、原子炉の中で数年間燃焼し発電

に使われます。そして、燃焼後に取り出したウラン燃料

（使用済燃料）の中には、燃え残ったウラン235や新

たに発生したプルトニウムが含まれています。

　これらの物質は、その化学的性質の違いを利用して

化学的に分離、回収（再処理という）できます。この回

収したウラン及びプルトニウムは、再び原子力発電用

の燃料に加工し、再利用することができます。

　元素記号Pu、原子番号94のプルトニウムは、
天然には存在せず原子炉の中でウランが中性子
を吸収してできるものです。原子炉の中で生ま
れたプルトニウムの一部は、ウラン235と同じよ
うに核分裂するため再び核燃料として利用でき
るのです。また、1gのプルトニウムのエネルギー
量は、石炭で約3トン、天然ガスで約1．5トンのエ
ネルギー量に匹敵します。
　我が国は、2007年末現在海外再処理委託に
より回収された核分裂性プルトニウムを、フラン
ス及びイギリスに約25トン保有しています。これ
らは、今後海外でMOX燃料に加工され、国内の
軽水炉で利用されていきます。

ちます。

多量の 処分

2021年頃までに原子力発電所で発生する使用済燃料を全量再処理した場合に発生するガラス固化体を4万本と想定

　原子力発電は、もともと供給安定性に優れたエネル

ギー源ですが、核燃料サイクルが確立すれば、供給安

定性は一層強化されます。

（原子力発電設備容量を5,800万kWと想定）



　使用済燃料の再処理によって回収されるプルトニウ

ムを有効に利用する方法の1つがプルサーマルです。

我が国では、「エネルギー基本計画（平成19年3月改定）」

において「使用済燃料の再処理によって回収されるプ

ルトニウムを有効利用するプルサーマルを着実に推進

していく」こととしています。

　核燃料サイクルを行う上で中心となるものが再処
理工場です。再処理工場では、使用済燃料を化学
的に処理し、ウラン及びプルトニウムを回収します。

　我が国では､日本原燃（株）が青森県六ヶ所村で､
操業を目指し､現在､最終的な試験を行っています。

プルトニウムを有効利用するプルサーマル

もんじゅ
起動前点検終了

研究開発中

操業開始 1995年2010年竣工予定 1992年 2015年（予定） 1992年

2010年竣工予定

2012年7月までに

2015年竣工予定

ウラン濃縮工場 再処理工場

　原子力委員会＊は、原子力の研究、開発及び利用に関

する新たな長期計画の策定のため、「新計画策定会議」

を設置し検討を行いました。この会議においては、特に

核燃料サイクル政策について集中的に検討し、小委員

会も含めて延べ18回、計45時間にわたり徹底的に議

論されました。

　その結果を総合的に評価し、核燃料サイクルの推進

を我が国の基本的方針とした「原子力政策大綱＊」が

策定され、平成17年10月に閣議決定されました。

●高レベル放射性廃棄物の潜在的有害度、体積及び処分面積を低減でき、廃棄物を最

　小化することができる。



炉心におけるプルトニウムの発電への寄与割合（BWR平衡炉心の例）
出典：原子力委員会新計画策定会議第5回資料
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　プルサーマルで使用されたMOX燃料集合体の数は、

2008年12月末現在フランスの3,110体を筆頭に、

ドイツの2,336体、スイスの392体、ベルギーの321

体と続いており、世界全体では6,000体以上の実績が

あり、その信頼性は十分に確認されています。

2008

58
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2,200

392
321

95

3,110
2,336

合計6,350体

07

　我が国のMOX燃料の実用化研究は、1960年代後

半から開始され、1986年には商業用原子炉（軽水炉）

照射後試験は、燃料試験施
設で照射後の燃料を解体し、
ペレットや被覆管などの詳
しい試験・検査を行うもの
です。



　プルサーマルとは、プルトニウムとウランを混合した

MOX燃料を現在の軽水炉で燃料として使用するもの

です。ウランとプルトニウムとでは、核特性や物性等の

面で違いがありますので、その違いを踏まえた対応が

必要となります。

　以下にその代表的なものを示しますが、いずれにつ

いてもその特性は十分把握されており、必要な対策が

取られています。

装荷するMOX燃料の割合や配置を適切にしたりして、

安全に運転かつ制御できるようにしています。

出典：平成13年度版原子力安全白書  

　未照射のMOX燃料ペレットが溶け始める温度（融

点）は、プルトニウム含有率が約13％の場合、約

2,730℃であり、ウラン燃料の約2,800℃に比べて

低くなっています。

　しかし、PWRにおける評価例に示しているように通

常運転時のペレットの最高中心温度は、約1,770℃と

評価されており、融点に対して十分な余裕が確保され

ています。また、運転中に制御棒が異常に引き抜かれ

た場合に考えられる燃料ペレットの最高中心温度は

約2,320℃であり、融点に対して十分な余裕があると

評価されています。



　プルサーマルは「核原料物質、核燃料物質及び原子

炉の規制に関する法律」や「電気事業法」に基づき、何

段階にも分けて国が厳しく審査及び検査を行い、安全

性に間題がないことを確認した上で初めて実施できる

ことになります。

　例えば、事業者から提出されたプルサーマル計画に

係わる原子炉設置変更許可申講は、原子力安全・保安

院が審査（安全審査）を行いますが、さらにその結果は

原子力委員会及び原子力安全委員会に諮問され、二重

に審査（ダブルチェック）した上で許可が与えられます。

事業者はさらに各種品質保証などについての国の審査

及び検査を受け、初めてプルサーマルが行われます。

プルサーマル実施に係る法令上の主要手続き

　プルサーマルに伴って発生する軽水炉使用済MOX

燃料の取り扱いは、「使用済燃料を再処理し、回収され

るプルトニウム 、ウラン等を有効利用する」という基本

方針を踏まえて2010年頃から検討が開始されます。

　そのため、使用済MOX燃料は、将来再処理工場等へ

搬出するまでの間、原子力発電所において適切に貯蔵

していきます。

プルサーマルを行うことは、
国内のプルトニウム備蓄量
を減らし、核不拡散性を高
めるこという側面もあります。
また、商業用軽水炉から出
るプルトニウムは、プルトニ
ウム239にさらに中性子が
飛び込んだプルトニウム
240が多く含まれます。こ
のため、核兵器で使用する
ことが技術的に難しくなっ
ています。

回収されるプルトニウムについて
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ポスターで伝えたいこと
日本で作られている電気は、原子力発電で約
26％もまかなわれていて、電気を作る時に CO2
が出ないクリーンなエネルギーというのが印象
に残りました。こうして温暖化ストップにつな
がっていくといいなという希望があります。

ポスターで伝えたいこと
僕は電車が好きなので、原子力エネルギーの
力で走る電車で、環境に良い未来を運ぶこと
が出来るようになればいいなと思いました。
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